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事　 業　 報　 告

自　 平成31年４ 月１ 日

至　 令和２ 年３ 月31日

１ ． 株式会社の現況に関する事項

（ 1） 事業の経過及び成果

当期における日本経済は、 海外経済の減速等を 背景に外需が弱く 、 10月の消費税率引上げの影

響も あっ たも のの、雇用・ 所得環境の改善や軽減税率制度の導入及び臨時・ 特別の措置等、各種対

応策を 実施し たこ と から 、 内需を 中心に緩やかな景気回復が続いていまし たが、 新型コ ロ ナウイ

ルス感染症の感染拡大の影響を 受け、足元で大幅に下押し さ れており 、厳し い状況と なり まし た。

県内経済は、 企業収益の好調や雇用・ 所得環境の改善が続き 、 個人消費及び企業の設備投資に

持ち 直し の動き がみら れたも のの、 10月の消費税率引上げや日韓関係悪化、 新型コ ロナウイ ルス

感染症の感染拡大によ る訪日旅行自粛の影響を 受け、 入域観光客数の伸び率が鈍化し たこ と 等か

ら 、 全体と し て弱含む動き と なり 、 景気は後退し つつある 状況と なり まし た。

那覇空港における 国内線乗降客数につき まし ては、 中部・ 神戸便の増便や即位礼正殿の儀等に

よ る 大型連休があっ たも のの、 ２ 月から の新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大の影響による 国

内旅行需要低下の影響を 受け、 1，746万４ 千人（ 前期比1．0% 減） と なり まし た。 国際線乗降客数

につき まし ては、 日韓関係の悪化や新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大の影響を 受け、 訪日旅

行自粛の動き が目立っ たこ と から 、 314万１ 千人（ 同20．0% 減） と なり 、 合計で 2，060万６ 千人（ 同

4．4% 減） と なり まし た。

こ のよう な中、 令和２ 年３ 月に那覇空港第二滑走路が供用開始さ れ、 国内線31路線・ 国際線16

路線（ 令和２ 年３ 月現在） にまで拡大し た路線数は、 更なる 増加が期待さ れており 、 加えて、 航

空需要の増加や地域経済の活性化等も 期待さ れています。

一方、 令和元年６ 月９ 日に那覇空港旅客タ ーミ ナルビ ル全館において停電が発生し 、 空港施設

機能が一時停止し まし た。 当該事案を 受けて、 設計業者及び専門業者の協力を 得ながら 原因究明

を 進め、 その対策と し まし て、 ７ 月に旅客タ ーミ ナルビ ル非常用発電機の起動に関する 設備の改

修工事を 実施し 、 ９ 月には当該発電機の実負荷試験を 実施し まし た。

平成30年12月に工事着工し まし た国際線（ CIQ） 施設増改築工事につき まし ては、 令和２ 年２

月に国際線１ 階出発バスラ ウンジを 先行供用開始し 、 施設の機能性向上を 図ると と も に、 前述の

工事と 併せて実施し ている 国際線民間部分改修工事につき まし ては、 令和元年６ 月に施工者と 工

事請負契約を 締結し た上で、 10月に工事着工し 、 令和２ 年２ 月に国際線有料待合室を 国際線エリ

ア３ 階に移設し 供用開始し まし た。

また、 ピ ーク 期における 一般駐車場の混雑や従業員駐車場の収容能力不足に対応する こ と を 目

的と し た新南側立体駐車場建設計画につき まし ては、 令和２ 年３ 月に、 大阪航空局と 設計委託契

約を 締結し まし た。

国内線エリ アにおける各種設備の老朽化対策と し まし ては、 旅客搭乗橋（ PBB） 設備の第３ 期

更新工事を 令和２ 年２ 月に完了し 、 耐震強化を 目的と し たエスカ レ ータ ー既存遡及工事につき ま

し ては、 令和元年12月に工事着工し まし た。

業績につき まし ては、 収入面では、 際内連結タ ーミ ナル施設の供用開始に伴い、 テナン ト 家賃

収入や付帯事業収入等が増加し たこ と から 、売上高は約123億円（ 前期比12．8% 増） と なり まし た。

一方、 費用面では、 際内連結タ ーミ ナル施設を 供用開始し たこ と や施設・ 設備の経年劣化等に

伴い、減価償却費及び施設費等が増加し た結果、売上原価、販売費及び一般管理費は約82億円（ 同

22．7％増） と なり まし た。

こ れら の結果、 営業利益は約40億円（ 同3．0％減） と なり 、 こ れに営業外損益を 加えま すと 、
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経常利益は約39億円（ 同3．9％減） と なり 、 当期純利益は約26億円（ 同5．4％減） と 増収減益の決

算と なり まし た。

（ 2） 設備投資等の状況

主な設備投資の状況

　 当事業年度中に完成し た主要設備

国内線エリ ア 旅客搭乗橋（ PBB） 更新工事12基（ 令和２ 年２ 月完了）   1，139，334千円

国際線エリ ア 出発手荷物搬送設備（ BHS） １ 式（ 平成31年４ 月完了）   670，000千円

国内線エリ ア 既存昇降機改修11基（ 令和２ 年３ 月完了）  135，021千円

国際線エリ ア マルチ型Ｘ 線検査機器３ 台（ 令和２ 年３ 月完了）  82，650千円

＊国土交通省補助金 82，650千円

当事業年度末において進行中の主な工事（ 建設仮勘定残高）

国際線旅客タ ーミ ナルビル増改築工事（ 令和２ 年10月完了予定）  2，107，844千円

国内線エリ ア 特定天井改修工事（ 令和５ 年度中完了予定）  224，391千円

（ 3） 資金調達の状況

際内連結タ ーミ ナル施設建設工事の資金調達と し て、 沖縄振興開発金融公庫から ８ 億円、 株式

会社三菱UFJ銀行を アレ ン ジャ ーと し たシン ジケート ロ ーン から ５ 億円（ 貸付人 株式会社琉球

銀行、 株式会社沖縄銀行、 株式会社沖縄海邦銀行、 大同火災海上保険株式会社、 株式会社三菱

UFJ銀行）、 国際線（ CIQ） 施設増改築及び国際線民間部分改修工事の資金調達と し て、 沖縄振

興開発金融公庫から 15億円の借り 入れを 行いまし た。

（ 4） 直前三事業年度の財産及び損益の状況

（ 5） 対処すべき 課題

令和２ 年度の日本経済は、 １ 月に政府が閣議決定し た経済見通し によ る と 、 自然災害から の復

旧・ 復興を 加速さ せ、 民需中心の持続的な経済成長の実現に向けた政府の各種政策効果も あい

まっ て、 雇用・ 所得環境の改善が続き 、 内需を 中心と し た景気回復が見込まれていまし た。 し か

し ながら 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大によ り 、 企業活動の縮小及び旅行自粛の動き 、

消費マイ ン ド の低下のほか、 東京オリ ン ピ ッ ク ・ パラ リ ン ピッ ク 延期の影響を 受けて、 日本経済

に多大な影響を 及ぼすこ と が懸念さ れます。

県内経済は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大の影響に伴う 、 航空路線の運休及びク ルー

ズ船の寄港中止等により 入域観光客数の減少が見込まれ、 総じ て、 消費関連や観光関連が弱含む

動き と なり 、 県内景気は急速な下向き 圧力によ り 、 後退の動き が見込まれており ます。

こ のよ う な状況の中、 当社と し まし ては、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大によ る乗降客

数の大幅減少に伴い、 館内の物販・ 飲食店舗に対し て、 休業及び時間短縮営業のほか、 家賃の支

払期間猶予等の支援策を 講じ まし た。 一方、 新型コ ロ ナウイ ルス終息後を 見据えると 、 第二滑走

区　 　 　 分 第25期 第26期 第27期
第28期

（当事業年度）

売 上 高（ 千円） 9，564，657 10，365，689 10，907，313 12，304，381

経 常 利 益（ 千円） 3，587，537 4，284，917 4，138，924 3，975，448

当 期 純 利 益（ 千円） 2，439，118 2，968，018 2，834，880 2，681，902

１ 株当たり 当期純利益（ 円 ） 50，814 61，833 59，060 55，872

総 資 産（千円） 38，612，830 48，794，421 60，521，031 62，919，087

　（ 注）　 １ 株あたり 当期純利益は期中平均株式数に基づき 算出し ており ます。
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路の供用開始を 背景に更なる 路線数・ 乗降客数の増加が期待さ れており 、 旅客ニーズに対応でき

る 施設整備等や経営基盤強化に向けた諸施策を 推進し ていく ための、 新たな中期経営計画の運用

初年度にあたるこ と から 、 以下４ つの戦略方針に沿っ て事業を 推進し ていく こ と と し ます。

①安全と 安心の徹底追求

空港施設の安定的な運用を 維持する ため、 必要な設備及び機能のリ スク 要因調査を 行う と と

も に、 経年劣化等による 施設設備の更新及び改修工事を 順次実施し ます。 また、 災害・ 耐震対

策と し まし て、 前年度から 引き 続き 、 エスカ レ ータ ー改修工事を 鋭意進める と と も に、 新たに

特定天井改修工事に取り 組むほか、 フ ェ ーズ１ ・ フ ェ ーズ２ と し て計画し ている 地下階への浸

水対策と し て、 フ ェ ーズ１ の止水板設置工事に着手する と と も に、 フ ェ ーズ２ の電気設備の高

層階移設工事に係る 設計業務にも 取り 組みます。

②利便性・ 快適性・ 機能性の充実強化

現在進めている 国際線（ CIQ） 施設増改築工事につき まし ては、 令和２ 年７ 月の出入国審査

場の供用開始と 10月の全体竣工に向けて、 安全に十分留意し ながら 工事を 進めてまいり ます。

併せて実施し ています民間部分改修工事につき まし ては、 国際線制限エリ ア内の店舗の再配置

を 行う と と も に、 ビ ジネスジェ ッ ト ラ ウン ジ等新たな需要へ対応する ための施設整備を 推進し

ます。 また、 新南側立体駐車場整備計画については、 昨年度締結し まし た設計委託契約に基づ

き 、 基本設計、 実施設計業務を 進める と と も に、 早期の工事着工を 目指し ます。

③空港を 支える パート ナーと の連携強化

那覇空港就航航空会社と の連携と 協働に努める と と も に、 関係機関並びにパート ナー企業と

の定期的な意見交換会等を 開催し 、 あら ゆる局面に柔軟かつ的確に対応でき る 連携体制の強化

に取り 組んでまいり ます。 また、 焼失し た首里城の再建に向けて、 那覇空港から 応援メ ッ セー

ジ等を 発信し 、 県民及び観光客の関心・ 機運を 高める 企画展示等を 実施し ます。

④収益力と 財務力の強化と 人材育成

空港内のビジネス可能空間を 有効活用すると と も に、 商業エリ アにおける 誘客イ ベン ト の企

画実施に取り 組みます。 また、 多岐にわたる当社業務を 適正に執行する ために、 業務の厳正化

と 検査体制の強化を 図る と と も に、 企業人と し ての成長に繋げる ための各種研修プロ グラ ムを

策定、 実施し ます。

以上のと おり 、 令和２ 年度においても 那覇空港旅客タ ーミ ナルビ ルの施設整備を 推進すると と

も に、「 アジア有数の拠点空港への飛躍」 を 目指し て取り 組んでいく こ と と し ます。

今後と も 役員及び社員が一丸と なり 、 当社の使命と 責任を 自覚し 、 社業の発展に全力を 傾注す

る 所存であり ますので、 株主の皆様におかれまし ても 、 よ り 一層のご指導と ご鞭撻を 賜り ますよ

う お願い申し 上げます。

（ 6） 主要な事業内容

◦ 航空事業者、 航空旅客並びに航空貨物に対する 役務の提供

◦ 航空思想の普及及び観光の振興に関する 事業

◦ 貸室業

◦ 日用雑貨品、 飲食物等の販売

◦ 駐車場経営
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株　 主　 名 持株数 議決権比率 株　 主　 名 持株数 議決権比率

沖 縄 県 12，000
株

25．00
％

㈱ 琉 球 銀 行 1，400
株

2．92
％

ディーエフエス　 ベンチャー
シンガ ポール　 リミ テッド 7，000 14．58 ㈱ 沖 縄 銀 行 1，400 2．92

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 3，774 7．86 大 同 火 災 海 上 保 険 ㈱ 1，160 2．42

オ リ オ ン ビ ー ル ㈱ 3，500 7．29 沖 縄 電 力 ㈱ 720 1．50

A NA ホ ー ルデ ィ ン グ ス ㈱ 2，800 5．83 沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 720 1．50

日 本 航 空 ㈱ 2，730 5．69 ㈱ ロ ー ソ ン 720 1．50

日本トランスオーシャン航空㈱ 2，450 5．10 コ ク ヨ ㈱ 720 1．50

ダ イ キ ン 工 業 ㈱ 2，160 4．50 ㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行 700 1．46

ロイヤルホールディ ングス㈱ 2，150 4．48 コ ザ 信 用 金 庫 360 0．75

那 覇 市 1，536 3．20 合　 　 　 計 48，000 100．00

区　 分 前期従業員数 当期従業員数 増 減 数 平均年齢 平均勤続年数

男　 　 　 子 42人 42人 － 48．2歳 15．9年

女　 　 　 子 22人 21人 △１ 人 43．3歳 14．5年

計 64人 63人 △１ 人 46．6歳 15．4年

（ 注）　 上記の当期従業員数には、 出向社員36人（ 那覇エアポート エン ジニアリ ン グ株式会社４ 人、

那覇エア ポート パーキン グ株式会社12人、 エア ポート ト レ ーディ ン グ株式会社10人、 那覇空

港コ ーディ アルサービ ス株式会社10人） が含まれています。 なお、非正規社員７ 人（ 男子４ 人・

女子３ 人） は含めており ません。  

（ 単位： 千円）

借　 　 入　 　 先 借入金残高
借入先が有する
当社の株式の数

借　 　 入　 　 先 借入金残高
借入先が有する
当社の株式の数

沖縄振興開発金融公庫 20，830，758 3，774株 ㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行 1，230，406 700株

沖 縄 県 1，210，758 12，000株 大同火災海上保険㈱ 420，908 1，160株

㈱ 琉 球 銀 行 4，459，616 1，400株 ㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1，129，750 －

㈱ 沖 縄 銀 行 2，510，866 1，400株

（ 7） 所在地及び従業員の状況

◦ 所在地　 沖縄県那覇市字鏡水150番地

◦ 従業員の状況（ 令和２ 年３ 月31日現在）

（ 8） 主要な借入先及び借入額（ 令和２ 年３ 月31日現在）

２ ． 株式に関する事項（ 令和２ 年３ 月31日現在）

（ 1） 発行可能株式総数  140，000株

（ 2） 発行済み株式の総数   48，000株

（ 3） 当事業年度末の株主数  19名

（ 4） 株主の状況

（ 5） 自己株式の取得、 処分及び保有

　 　 令和２ 年３ 月31日現在自己株式は保有し ており ません。
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３ ． 新株予約権等に関する事項（ 令和２ 年３ 月31日現在）

　 該当事項はあり ません。

４ ． 会社役員に関する事項

（ 1） 取締役及び監査役の状況（ 令和２ 年３ 月31日現在）

（ 注）１ ． 取締役　 嘉手苅義男、 大嶺滿、 岡栄作、 小林克巳、 渡嘉敷靖、 金城善輝の各氏は、 会社法

第２ 条第15号に定める 社外取締役であり ます。

２ ． 監査役　 兼次俊正、 川上澄則、 新垣淳、 城間徹二の各氏は、 会社法第２ 条第16号に定める

社外監査役であり ます。

３ ． 常勤監査役　 兼次俊正氏は、 那覇市上下水道局の事業管理者と し て経営に携わっ た経験も

あり 、 財務及び会計に関する 相当程度の知見を 有する も のであり ます。

４ ． 取締役　 宮城嗣三氏は、 令和２ 年３ 月13日辞任致し まし た。

５ ． 専務取締役　 仲本朝久氏は、 令和２ 年３ 月30日辞任致し まし た。

６ ． 監査役　 城間徹二氏は、 令和２ 年３ 月31日辞任致し まし た。

（ 2） 当事業年度に係る 役員の報酬等の総額

（ 注）　 報酬等の額には当事業年度内に支給し た退職慰労金 25，935千円（ 取締役２ 名、 社外取締役

５ 名、 社外監査役２ 名） を 含めており ます。

会社における 地位 氏　 　 名 担当及び他の法人等の代表状況等

代 表 取 締 役 社 長 安 里　 昌 利

専 務 取 締 役 東 川 平　 靖 経営管理部担当

常 務 取 締 役 亀 田　 安 彰 事業部担当

取締役経営管理部長 古 堅　 玲 子 経営管理部長委嘱

取 締 役 嘉手苅　 義男 オリ オンビ ール株式会社　 取締役会長

〃 大 嶺　 　  滿 沖縄電力株式会社　 代表取締役会長

〃 岡　 　  栄 作 日本航空株式会社　 沖縄空港支店 空港支店長

〃 小 林　 克 巳 全日本空輸株式会社　 沖縄空港支店長

〃 渡 嘉 敷　 靖 株式会社琉球銀行　 常務取締役

〃 金 城　 善 輝 株式会社沖縄銀行　 専務取締役

常 勤 監 査 役 兼 次　 俊 正

監 査 役 川 上　 澄 則 大同火災海上保険株式会社　 常務取締役

〃 新 垣　 　  淳 株式会社沖縄海邦銀行　 常務取締役

〃 城 間　 徹 二 沖縄振興開発金融公庫　 融資第一部長

（ 単位： 千円）

区　 　 分 支給人数 報酬等の額 摘　 　 　 　 　 　 要

取 締 役 7 75，949

社 外 取 締 役 12 14，195

社 外 監 査 役 6 14，445

合 計 25 104，590
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（ 3） 会社役員の報酬等の算定方法

　 取締役の報酬、 賞与その他の職務執行の対価と し て当社から 受ける 財産上の利益は株主総会の

決議によ っ て定めており ます。

５ ． 会計監査人に関する事項

（ 1） 会計監査人の氏名または名称

富永公認会計士事務所　 富永和也

要石公認会計士事務所　 要石博之

（ 2） 会計監査人が業務停止を受け、その停止期間を経過し ない者であると きの、その処分に係る事項

　 　 ◦ 該当事項はあり ません。

（ 3） 会計監査人が過去２ 年間に業務停止を 受けた者である 場合における 当該処分に係る 事項のう ち 、

会社が事業報告の内容と するこ と が適切である も のと 判断し た事項

　 　 ◦ 該当事項はあり ません。

６ ． 業務の適正を確保するための体制（ 内部統制システム） 及び運用状況の概要

6－1 内部統制システム構築の基本方針

（ 1） 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する ための体制

　 当社は、 企業と し ての社会的信頼に応えるため、 コ ン プラ イ アンス体制を 構築し ていく 。 その

ため社長を 委員長と する コ ンプラ イ アン ス・ リ スク 管理委員会を 設置する 。

（ 2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する 体制

　 当社は、 株主総会議事録、 取締役会議事録等の法定文書及び職務執行に係る 重要な文書並びに

経営に係る 情報を 適切に保存し 管理する 。

（ 3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　 当社は、 旅客等や当社施設等に重大な損害を 及ぼす事態又は及ぼす恐れがある事態に対応す

る ため、 危機管理対策要綱に基づき 、 迅速かつ適切な組織行動を と る 。

②　 資産の保全、 情報の漏洩等に対する リ スク に対処する ため、 必要な管理体制を 整備する 。

（ 4） 取締役の職務の執行が効率的に行われる こ と を 確保する ための体制

①　 取締役は、 定期的に取締役会を 開催し 、 会社の業務執行の基本方針を 決定する。 また、 必要

に応じ て臨時取締役会を 開催し 、 重要事項を 決議する 。

②　 常勤取締役は、 常勤役員会を 組織し 、 経営に関する 重要事項を 審議し 、 適切な経営方針を 確

立する と と も に効率的かつ統一的な統制がと れる業務執行体制の確保を 図る 。

③　 常勤取締役は、 経営合理化計画の基本方針に基づき 、 業務の現状と 課題を 検証し 、 業務の効

率化を 着実に推進する 。

④　 毎年度の経営計画を 策定し 、 目標と 実績の管理を 行う 。

⑤　 組織規程、 決裁規程、 会計関係規程等、 各種社内規程を 整備し 、 役職者の権限及び責任の明

確化を 図り 、 適正かつ効率的な職務の執行が行われる 体制を 構築する 。

（ 5） 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する ための体制

　 当社は、 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する 体制を 整備すると と も

に、 社員に対する 教育、 啓発を 行う 。
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（ 6） 監査役がその職務を 補助すべき 使用人を 置く こ と を 求めた場合における 当該使用人に関する 事項

　 監査役の職務を 補助する 事務局のスタ ッ フ は、 組織規程に基づき 経営管理部総務課で対応する 。

また、 必要に応じ て取締役と 監査役で協議を 行いその充実を 図る 。

（ 7） 監査役の職務を 補助する 使用人の取締役から の独立性に関する 事項

　 監査役を 補助する 使用人に対する 指揮命令権限は、 その監査業務を 補助する範囲内において監

査役又は監査役会に帰属する も のと する 。

（ 8） 取締役及び使用人が監査役に報告を する ための体制その他の監査役への報告に関する 体制

①　 取締役及び重要使用人は、 監査役会の要求に応じ て、 監査役に自己の職務執行の状況を 報告

する 。

②　 使用人は、 監査役に対し て、 当社に著し い損害を 及ぼす恐れがある 事実並びに重大な法令又

は定款違反事実に関する 事項を 直接報告するこ と ができ る 。 なお、 報告を 行っ た使用人への不

利益な取り 扱いを 行わない。

（ 9） 監査役の監査が実効的に行われる こ と を 確保する ための体制

①　 業務執行状況の把握によ る監査の効率性及び実効性を 高める ため、 監査役は取締役会に出席

する 。 また、 常勤監査役は、 常勤役員会に出席し て意見を 述べる こ と ができ る 。

②　 常勤取締役と 常勤監査役は、 必要に応じ て連絡会を も ち 、 意見交換を 行う 。

③　 監査役を 含む常勤役員は、 四半期に一度、 会計監査人と 情報交換を 行い連携を 深める 。

6－2 内部統制システムの運用状況の概要

（ 1） 基本的取組み

　 本年度においては、 初めての取組みと し て３ 年間の中期経営計画を 策定し 、 一層の目標管理を

目指すと と も に、 会社設立以来の課題であっ た「 社是」、「 経営理念」 を 制定し 、 当社役員及び従

業員が目指すべき 方向性を 明確にし 、 内部統制の強化に努めてまいり まし た。

社是「 県土発展・ 国土貢献・ 財務強化」

経営理念

【 使　 　 命】「 安全・ 安心」 を 最優先し 、「 利便性・ 快適性・ 機能性」 の充実強化に努めます。

【 貢　 　 献】 空港の発展を 沖縄と 国の繁栄へ繋げます。

【 業　 　 績】 商魂を 磨き 、 公正・ 透明な企業活動を も っ て健全経営を 実現し ます。

【 職場環境】 コ ミ ュ ニケーショ ン を 活発にし 、 働き 甲斐のある職場環境を 作り ます。

【 自己研鑽】 自己研鑽に励み、 いかなる 経営環境の変化にも 対応でき る 能力向上に努めます。

【 発 想 力】 公的使命を 自覚し 、 肯定思考で常にでき る 方法を 考えます。

（ 2） 具体的運用状況

①　 常勤役員会

定期的に月２ 回以上開催し 、 経営の重要な事項を 審議・ 決定、 記録し 、 また、 使用人、 委託・

関連会社の業務執行についても 定期的に報告を 求め、 適切な監視体制を 確保する と と も に常勤

役員間の認識・ 情報共有の場と し ても 有効活用し てき まし た。

なお、 当事業年度においては臨時を 含め通算31回開催さ れており ます。

②　 コ ンプラ イ アン ス・ リ スク 管理委員会

同委員会について改めてその位置づけを 格上げし 、 要綱改正により 重要な組織と し て取締役

会の承認を 得たう えで運用し てき まし た。 令和元年９ 月以降毎月１ 回定期的に開催し 、「 潜在
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リ スク の顕在化を 未然に防止する こ と 」 の目標を 掲げ、 常に危機意識を 持ち 、 防火、 防災、 そ

の他不審者訓練等を 計画、 実施し てき まし た。

また、 同委員会のレ ベル向上のための取組みと し て、 会計監査人、 顧問弁護士を 招聘し 、「 拡

大コ ン プラ イ アン ス・ リ スク 管理委員会」 を 試行し ており 、 こ れについても 定期化する予定と

し ており ます。

③　 監査役会補助

こ れまでも 配属し てき た同会スタ ッ フ について、 常勤監査役と 確認、 調整のう え適切な人材

を 選抜し 、 正式に人事発令を 行いまし た。

④　 損失の危険の管理に関する 規程その他の体制

監督官庁の指導や先行事例も 踏まえ、 地階浸水対策と し て既存の電気設備に対する 浸水、 防

潮対策を 実施する と と も に中期的対策（ フ ェ ーズ２ ） と し て特高電気室の高層階移設を 計画す

る こ と についても 取締役会の承認を 得て、 ３ 年計画で実施し ていく 予定です。

⑤　 危機管理体制の再検証

非常時を 想定し 、 危機管理要綱の「 危機レ ベル」 及び連絡体制を 見直すこ と によ り 確実な初

動体制を 整備する と と も に、 常勤の取締役全員が非常時に適切に対応でき る 体制を 整えまし た。

　 記載し た内部統制の運用について重要な不備がないかモニタ リ ングを 常時行い、 また、 経営管

理部が中心と なっ て社内に内部統制の重要性と コ ンプラ イ アン スに対する 意識付けを 行い、 当社

全体を 統括、 推進さ せており ます。
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（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

資 産 の 部 負 債 の 部

科　 　 目 金　 額 科　 　 目 金　 額

千円 千円

【 流 動 資 産】 【 12, 691, 307】 【 流 動 負 債】 【 6, 482, 646】

現 金 及 び 預 金 11，631，286 買 掛 金 695

売 掛 金 790，305 1年内返済長期借入金 3，367，164

貯 蔵 品 9，248 リ ー ス 債 務 4，596

前 払 費 用 28，282 未 払 金 1，234，109

未 収 入 金 94，537 未 払 費 用 202，266

そ の 他 の流 動 資産 139，860 未 払 法 人 税 等 613，804

貸 倒 引 当 金 △2，213 未 払 消 費 税 等 537，028

前 受 金 186，580

預 り 金 194，755

1年内返済預り 保証金 110，996

賞 与 引 当 金 30，650

【 固 定 資 産】 【 50, 227, 780】 【 固 定 負 債】 【 30, 571, 194】

（ 有 形 固 定 資 産） （  49，789，119） 長 期 借 入 金 28，425，898

建 物 42，324，923 リ ー ス 債 務 4，990

構 築 物 271，549 預 り 保 証 金 1，915，753

機 械 装 置 4，098，319 退 職 給 付 引 当 金 205，819

器 具 備 品 707，223 役員退職慰労引当金 18，733

リ ー ス 資 産 8，853

建 設 仮 勘 定 2，378，248

（ 無 形 固 定 資 産） （  81，571） 負 債 の 部 合 計 37, 053, 841

ソ フ ト ウ エ ア 80，528 純 資 産 の 部

電 力 引 込 負 担 金 1，043

【 株 主 資 本】 【 25, 843, 625】

（ 投資その他の資産） （  357，089） 資 本 金 3，566，854

投 資 有 価 証 券 222，766 利 益 剰 余 金 22，276，771

関 係 会 社 株 式 16，060 利 益 準 備 金 19，200

破 産 更 生 債 権 等 14，065 その他利益剰余金 22，257，571

繰 延 税 金 資 産 117，913 別 途 積 立 金 19，570，000

そ の 他 投 資 350 繰 越 利 益 剰 余 金 2，687，571

貸 倒 引 当 金 △14，065

【 評価・ 換算差額等】 【 21, 621】

その他有価証券評価差額金 21，621

純 資 産 の 部 合 計 25, 865, 246

資 産 の 部 合 計 62, 919, 087 負債及び純資産の部合計 62, 919, 087

令和２ 年３ 月31日現在貸 借 対 照 表
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自　 平成31年４ 月１ 日

至　 令和２ 年３ 月31日

科　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 額

千円

【 売 上 高】

不 動 産 収 入 9，533，070

事 業 収 入 2，771，310 12，304，381

【 売 上 原 価】 7，488，820

売 上 総 利 益 （ 4, 815, 560）

【 販売費及び一般管理費】 738, 977

営 業 利 益 （ 4, 076, 583）

【 営 業 外 収 益】

受 取 利 息 2，574

受 取 配 当 金 4，812

検 査業務費用分担金 70，968

雑 収 入 7，849 86，204

【 営 業 外 費 用】

支 払 利 息 185，303

支 払 手 数 料 2，000

雑 損 失 35 187，339

経 常 利 益 （ 3, 975, 448）

【 特 別 利 益】

補 助 金 収 入 82，650 82，650

【 特 別 損 失】

固 定 資 産 除 却 損 127，003

固 定 資 産 圧 縮 損 82，650

固 定 資 産 売 却 損 2，364

災 害 等 損 失 金 22 212，039

税引 前 当期 純利 益 （  3，846，058）

法人税、住民税及び事業税 1，162，041

法 人 税 等 調 整 額 2，114

当 期 純 利 益 （  2，681，902）

（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

損 益 計 算 書
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株主資本等変動計算書

（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

株　 　 　 主　 　 　 資　 　 　 本 評価・ 換算差額等

純資産
合　 計資本金

利 益 剰 余 金

株主資本
合計

そ の 他
有価証券

評価差額金
利　 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別　 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 3，566，854 16，950，000 2，836，868 19，786，868 23，353，722 36，897 23，390，619

当期変動額

別途積立金
の積立

2，620，000 △2，620，000 0 0 0

利益剰余金
の配当

△192，000 △192，000 △192，000 △192，000

配当に伴う
利益準備金
の積立

19，200 △19，200 0 0 0

当　 　 期
純損益金

2，681，902 2，681，902 2，681，902 2，681，902

株主資本以
外の項目の
当期変動額

△15，275 △15，275

当期変動額
合　 　 　 計

19，200 2，620，000 △149，297 2，489，902 2，489，902 △15，275 2，474，626

当期末残高 3，566，854 19，200 19，570，000 2，687，571 22，276，771 25，843，625 21，621 25，865，246

自  平成31年４ 月１ 日　  至  令和２ 年３ 月31日（ 単位： 千円）
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１ ． 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

２ ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（ 1） 資産の評価基準及び評価方法

①　 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式…………移動平均法によ る 原価法

その他有価証券

　 時価のある も の……決算日の市場価格等に基づく 時価法

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理）

　 時価のないも の……移動平均法によ る 原価法

②　 棚卸資産……………… 先入先出法によ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿

価切り 下げの方法によ り 算定）

　

（ 2） 固定資産の減価償却の方法

①　 有形固定資産（ リ ース資産を 除く ） ……定額法によ っ ています。

　 　 なお、 取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、 ３ 年間で均等償却を

し ています。

②　 無形固定資産（ リ ース資産を 除く ）

　 　 　 ソ フ ト ウェ ア………自社利用のソ フ ト ウェ アについて社内における 利用可能期間（ ５ 年）

に基づく 定額法によっ ています。

　 　 　 電力引込負担金……定額法によっ ています。

③　 リ ース資産

　 　 　 所有権移転フ ァ イ ナン ス・ リ ース取引に係る リ ース資産

　 　 　 　 自己所有の固定資産に適用する 減価償却方法と 同一の方法によ っ ています。

　 　 　 所有権移転外フ ァ イ ナンス・ リ ース取引に係るリ ース資産

　 　 　 　 リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法によっ ています。

　

（ 3） 引当金の計上基準

①　 貸倒引当金…………… 債権の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実績率によ る

計算額を 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し 回収不能見込額を 計上し ており ます。

②　 賞与引当金…………… 従業員に支給する 賞与に充てる ため、 次期上半期支給見込額の当期間

対応分を 計上し ています。

③　 退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、 退職給付会計に関する 実務指針に定

める簡便法によ り 、 当会計期間において発生し ている と 認めら れる 額

を 計上し ています。

④　 役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支出に備える ため、 役員退職慰労金規程に基づき

期末要支給見込額を 計上し ています。

個　 別　 注　 記　 表
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（ 4） 消費税等の会計処理

　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っ ています。

３ ． 貸借対照表に関する注記

（ 1） 国庫補助金等の受入によ る有形固定資産から 控除し ている圧縮記帳額  82，650千円 

（ 累計額　 1，410，716千円）

（ 2） 担保に供し ている 資産………建物  42，306，617千円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 建設仮勘定  　  2，107，844千円 

　   44，414，462千円

　 　 担保にかかる 債務の金額……１ 年以内返済長期借入金  2，411，928千円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 長期借入金  　 27，495，898千円 

  29，907，826千円

（ 3） 有形固定資産の減価償却累計額  26，345，388千円

（ 4） 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務

　 　 　 関係会社に対する短期金銭債権  77，049千円

　 　 　 関係会社に対する長期金銭債権  －

　 　 　 関係会社に対する短期金銭債務  224，401千円

　 　 　 関係会社に対する長期金銭債務  －

４ ． 損益計算書に関する注記

　 関係会社と の取引高

　 　 営業取引によ る 取引高

　 　 　 営業収益  888，023千円

　 　 　 営業費用  538，510千円

　 　 営業取引以外の取引によ る取引高

　 　 　 営業外収益  248千円

　 　 　 営業外費用  －

５ ． 株主資本等変動計算書に関する注記

（ 1） 当事業年度末日における 発行済株式数……普通株式　 　 48，000株

（ 2） 当事業年度中に行っ た剰余金の配当に関する 事項

決　 　 議 株式の種類
配当金の総額

（ 千円）

１ 株あたり の

配当額（ 円）
基 準 日 効力発生日

令和元年６ 月26日

定時株主総会
普通株式 192，000 4，000

平成31年

３ 月31日

令和元年

６ 月27日



−  15 −

６ ． 税効果会計に関する注記

　 　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　 　 　 繰延税金資産

　 　 　 　 未払事業税  30，551千円

　 　 　 　 賞与引当金  9，170千円

　 　 　 　 退職給付引当金  61，581千円

　 　 　 　 役員退職慰労引当金  5，605千円

　 　 　 　 投資有価証券評価損  4，624千円

　 　 　 　 関係会社株式受贈益  10，639千円

　 　 　 　 その他      20，236千円 

    繰延税金資産小計  142，408千円

　 　 　 評価性引当額  △ 15，264千円

　 　 　 繰延税金負債と の相殺   　 　 　 　 　 　 △ 9，231千円 

  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  繰延税金資産計  　 　 　 　 　 　 　 117，913千円 

  繰延税金負債

　 　 　 　 その他有価証券評価差額金      △ 9，231千円 

　 　 　 繰延税金資産と の相殺  　 　 　 　 　 　 　 　 　 9，231千円

    繰延税金負債計    －　 千円 

    繰延税金資産の純額    117，913千円 

７ ． リ ースにより 使用する固定資産に関する注記

　 　 該当事項はあり ません。

８ ． 金融商品に関する注記

（ 1） 金融商品の状況に関する 事項

当社は、 資金運用については短期的な預金等に限定し 、 銀行等金融機関から の借入によ り 資金

を 調達し ており ます。 売掛金に係る 顧客の信用リ スク は、「 入居者への催告等手続き 要領」 に沿っ

てリ スク 低減を 図っ ており ます。 また、 投資有価証券は主と し て株式であり 、 上場株式について

は年度ごと に時価の把握を 行っ ています。 借入金の使途は運転資金（ 主と し て短期） およ び設備

投資資金（ 長期） であり ます。

（ 2） 金融商品の時価等に関する 事項  （ 単位： 千円）

貸借対照表計上額 時　 　 価 差　 　 額

①  現 金 及 び 預 金 11，631，286 11，631，286 －

②  売 掛 金 790，305 790，305 －

③  投 資 有 価 証 券 93，062 93，062 －

④  長 期 借 入 金

　（ １ 年内返済長期借入金を 含む）
（31，793，062） （31，795，861） 2，799

⑤  預 り 保 証 金（ 有 利 子 分 ）

　（ １ 年内返済預り 保証金を 含む）
（466，038） （465，089） △ 948



−  16 −

（ 単位： 千円）

負債に計上さ れている も のについては、（ 　 ） で示し ており ます。

（ 注１ ）　 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する 事項

① 現金及び預金、 並びに　 ② 売掛金

こ れら は短期間で決済さ れるため、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価

額によっ ています。

③ 投資有価証券

こ れら の時価について、 株式は取引所の価格によ っ ています。

④ 長期借入金、 ⑤預り 保証金（ 有利子分）

こ れら の時価について、 元利金の合計額を 同様の新規借入等を 行っ た場合に想定さ れる

利率で割り 引いて算定する 方法によ っ ています。

（ 注２ ）　 非上場株式（ 貸借対照表計上額 129，704千円） 及び、 関係会社株式（ 貸借対照表計上額　 　

16，060千円） は、 市場価格がなく 、 かつ将来キャ ッ シュ・ フ ロ ーを 見積も る こ と ができ ず、

時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる ため、「 ③投資有価証券」 には含めており ま

せん。

９ ． 賃貸等不動産に関する注記

（ 1） 賃貸等不動産の状況に関する 事項

　 　 当社は、 那覇空港ビル内において、 建物、 施設設備等を 賃貸の用に供し ています。

（ 2） 賃貸等不動産の時価に関する 事項

（ 注１ ）　 貸借対照表計上額は、 取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

（ 注２ ）　 当期末の時価は、 不動産鑑定士によ る不動産鑑定評価書に基づく 金額です。

１0． 資産除去債務に関する注記

当社は、 国土交通省大阪航空局が管理する 国有財産に関する国有財産使用許可に基づき 、 当社が

使用する使用許可物件（ 土地） の返還時に、 当社が所有する 旅客タ ーミ ナルビル等を 撤去するこ と

の原状回復に係る 債務を 有し ており ます。 し かし 、 当該債務に関連する 使用許可物件（ 土地） の実

質的な使用期間は、 国の航空行政の動向に左右さ れるため現時点では明確でなく 、 資産除去債務を

合理的に見積も る こ と ができ ません。 そのため、 当該債務に見合う 資産除去債務を 計上し ており ま

せん。

１１． 関連当事者と の取引に関する注記

　 該当事項はあり ません。

１2． １ 株当たり 情報に関する注記

（ 1） １ 株当たり 純資産額  538，859円

（ 2） １ 株当たり 当期純利益    55，872円

貸 借 対 照 表 計 上 額 時     価

10，415，362 11，529，236
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１3． 重要な後発事象に関する注記

新型コ ロナウイ ルス感染症の世界規模での拡大に伴い、 それ以降、 那覇空港の乗降客数は前年と

比較し て大幅に減少へと 転じ ています。 新型コ ロナウイ ルス感染症の収束時期等によ っ ては、 当社

の次期事業年度の財務状態及び経営成績に重要な影響を 与える 可能性があり ますが、 現時点におい

てその影響額を 合理的に見積も るこ と は困難であり 、 未定と し ています。



会計監査人の監査報告書謄本
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監査役会の監査報告書謄本



○設備の状況 （令和2年3月31日現在）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 リース資産 その他 合計

那覇空港旅客
ターミナルビル

39,731 4,000 0 6 666 44,403

駐車場 2,866 99 0 3 41 3,008

設備の内容

帳簿価額（百万円）



那覇空港ビルディング株式会社 
 
 

令和元年度 セグメント情報 
 
 

１．セグメント情報の概要 
 当社は、那覇空港において、旅客ターミナルビルの管理運営及び利用客に対するサービ

ス等の提供を行なっております。 
 当社のセグメント情報は、「施設管理運営事業」「駐車場事業」の 2 つで構成されてお

り、以上を報告セグメントとしております。 
 「施設管理運営事業」は、那覇空港旅客ターミナルビル内の貸室、保守・管理・運営、

修繕及びその他の航空旅客に対するサービス等の役務の提供を行なっております。 
 「駐車場事業」は、那覇空港旅客ターミナルビルに隣接する立体駐車場 P1、P2、P3 及

び従業員駐車場の管理、運営及び利用者に対するサービス等の提供を行なっております。 
 
２．セグメント情報 
（会計年度 自 平成 31 年 4 月 1 日 至 令和 2 年 3 月 31 日）   （単位：千円） 
 施設管理運営事業 駐車場事業 合計 
売上高 10,934,723 1,369,658 12,304,381 
営業利益 3,819,722 256,861 4,076,584 
資産総額 46,847,908 3,022,783 49,870,691 
その他項目    
  減価償却費 2,519,577 190,778 2,710,354 

 
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 


